
�愛媛県告示第８０１号
生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第４９条の規定により、医療

機関を次のように指定した。

平成２３年６月２４日

愛媛県知事 中 村 時 広
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�愛媛県告示第８０２号
生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第５４条の２第１項の規定に

より、介護機関を次のように指定した。

平成２３年６月２４日

愛媛県知事 中 村 時 広
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�愛媛県告示第８０３号
生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第５５条において準用する同

法第４９条の規定により、施術機関を次のように指定した。

平成２３年６月２４日

愛媛県知事 中 村 時 広
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�愛媛県告示第８０４号
生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第４９条の規定により指定し

た医療機関を次のように廃止した旨の届出があった。

平成２３年６月２４日

愛媛県知事 中 村 時 広
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告 示

発 行 愛 媛 県

医療機関の名称
開設者の氏名

又 は 名 称
所 在 地

指 定

年 月 日

村瀬歯科医院 医療法人村瀬歯
科医院

今治市郷本町三丁目２番
１０号

平成２３年
４月１日

あ お ば 薬 局 有限会社あおぞ
ら薬局

伊予市下吾川字馬塚９４４
－３

平成２３年
５月２６日

中 央 歯 科 水 口 泰 司 宇和島市中央町１－４－
１０

平成２３年
６月１日

施術機関の名称
開設者の氏名

又 は 名 称
所 在 地

指 定

年 月 日

繭 松 前 店 曽 我 信 也 伊予郡松前町大字北黒田
６１３番地１５

平成２３年
４月１日

繭 松 前 店 冨 永 清 亀 伊予郡松前町大字北黒田
６１３番地１５

平成２３年
４月１日

繭 松 前 店 森 島 春 義 伊予郡松前町大字北黒田
６１３番地１５

平成２３年
４月１日

繭 砥 部 店 清 家 寿 文 伊予郡砥部町高尾田９２－
２高尾ハイツ２１１

平成２３年
４月１日

繭 松 前 店 白 石 小 雪 伊予郡松前町大字北黒田
６１３番地１５

平成２３年
５月１日

介護機関の名称
開設者の氏名

又 は 名 称
所 在 地

指 定

年 月 日

介護老人保健施
設いまばり光生
園

医療法人補天会 今治市室屋町三丁目２番
地１０

平成２３年
５月１日

毎週（火・金）曜日発行 第２２７８号 平成２３年６月２４日

平成２３年６月２４日金曜日 第２２７８号

愛 媛 県 報

５５８
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�愛媛県告示第８０５号
生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第５５条において準用する同

法第４９条の規定により指定した施術機関を次のように廃止した旨の

届出があった。

平成２３年６月２４日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第８０６号
生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第５４条の２第１項の規定により、介護機関（居宅介護事業者）を次のように指定した。

平成２３年６月２４日

愛媛県知事 中 村 時 広

施術機関の名称
開設者の氏名

又 は 名 称
所 在 地

廃 止

年 月 日

ヘルプサービス
繭 曽 我 信 也 伊予郡松前町大字北黒田

６１３番地１５
平成２３年
３月３１日

ヘルプサービス
繭 冨 永 清 亀 伊予郡松前町大字北黒田

６１３番地１５
平成２３年
３月３１日

ヘルプサービス
繭 森 島 春 義 伊予郡松前町大字北黒田

６１３番地１５
平成２３年
３月３１日

介 護 機 関 （ 居 宅
介 護 事 業 者 ） の
名 称

主 た る 事 務 所 の

所 在 地

居 宅 介 護 事 業 を 行 う 事 業 所
指 定 年 月 日

名 称 所 在 地

医療法人沢近会浜口医院 南宇和郡愛南町城辺甲３４７－
２ 浜口医院 南宇和郡愛南町城辺甲３４７－

２ 平成２３年５月１日

社会福祉法人ふたば会 新居浜市船木９５９番地３ デイサービスセンターふたば
の森 新居浜市船木３１０１番地１ 平成２３年５月１日

社会福祉法人ふたば会 新居浜市船木９５９番地３ ショートステイふたばの森 新居浜市船木３１０１番地１ 平成２３年５月１日

社会福祉法人ふたば会 新居浜市船木９５９番地３ グループホームふたばの森 新居浜市船木３００１番地３ 平成２３年５月１日

有限会社エンジョイライフ 大洲市松尾１１７０番地１２ 小規模多機能型居宅介護亀の
郷 大洲市松尾４６５番地１ 平成２３年５月１日

株式会社アクティブモア 宇和島市天神町８番２３号天神
ビル２階

愛ほっと訪問看護ステーショ
ン

宇和島市天神町８番２３号天神
ビル２階 平成２３年５月２日

株式会社よしまる 宇和島市丸穂町一丁目９番３０
号 デイサービスセンター未来 宇和島市丸穂町一丁目９番３０

号 平成２３年５月１３日

株式会社ひふみ 伊予郡砥部町重光１５９番地１ ひふみ訪問介護 伊予郡砥部町重光１５９番地１ 平成２３年５月１６日

有限会社ほほえみ 新居浜市船木字上長野甲５８１
－２

グループホーム微笑の家なか
むら 新居浜市中村二丁目４番２５号 平成２３年５月２３日

有限会社三幸 宇和島市津島町高田８３－１ ウェルつしま 宇和島市津島町高田２４４８番地
３ 平成２３年５月２６日

株式会社リビング・サポート
研究所 西条市新市６６３番地１ デイサービス媛達磨 西条市丹原町池田２４３番地３ 平成２３年６月１日

株式会社ハーブ 宇和島市中沢町一丁目２番１０
号 ヘルパーステーションあん 宇和島市中沢町一丁目２番１０

号 平成２３年６月２日

株式会社ハーブ 宇和島市中沢町一丁目２番１０
号 デイサービスあん 宇和島市中沢町一丁目２番１０

号 平成２３年６月２日

医療機関の名称
開設者の氏名

又 は 名 称
所 在 地

廃 止

年 月 日

辻 内 科 医 院 医療法人良清会 大洲市長浜甲２９７ 平成２１年
５月２２日

稲田整形外科 医療法人社団稲
田整形外科 伊予市米湊８１５番地１ 平成２１年

１２月１４日

稲 田 薬 局 稲田薬品株式会
社

西予市三瓶町朝立１－３１
０－２７

平成２２年
１２月３０日

矢 野 勉 強 堂 矢 野 睦 子 四国中央市金田町金川５ 平成２３年
１月７日

橘Ｍ歯科医院 橘 正 視 伊予市湊町１９－１ 平成２３年
１月１０日

城 南 薬 局 亀 岡 眞利子 伊予郡砥部町高尾田７１番
地

平成２３年
３月３１日

神 野 外 科 神 野 高 光 西条市三津屋南８番２４号 平成２３年
４月１３日

愛 媛 県 報平成２３年６月２４日 第２２７８号

５５９
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�愛媛県告示第８０７号
生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第５４条の２第１項の規定により、介護機関（居宅介護支援事業者）を次のように指定した。

平成２３年６月２４日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第８０８号
生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第５４条の２第１項の規定により、介護機関（介護予防事業者）を次のように指定した。

平成２３年６月２４日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第８０９号
生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第５４条の２第１項の規定により指定した介護機関（居宅介護事業者）から、居宅介護事業を次のよ

うに廃止した旨の届出があった。

平成２３年６月２４日

愛媛県知事 中 村 時 広

介 護 機 関 （ 居 宅
介 護 支 援 事 業 者 ）
の 名 称

主 た る 事 務 所 の

所 在 地

居 宅 介 護 支 援 事 業 を 行 う 事 業 所
指 定 年 月 日

名 称 所 在 地

株式会社ハーブ 宇和島市中沢町一丁目２番１０
号 ケアプランニングあん 宇和島市中沢町一丁目２番１０

号 平成２３年６月２日

介 護 機 関 （ 介 護
予 防 事 業 者 ）
の 名 称

主 た る 事 務 所 の

所 在 地

介 護 予 防 事 業 を 行 う 事 業 所
指 定 年 月 日

名 称 所 在 地

医療法人沢近会浜口医院 南宇和郡愛南町城辺甲３４７－
２ 浜口医院 南宇和郡愛南町城辺甲３４７－

２ 平成２３年５月１日

社会福祉法人ふたば会 新居浜市船木９５９番地３ デイサービスセンターふたば
の森 新居浜市船木３１０１番地１ 平成２３年５月１日

社会福祉法人ふたば会 新居浜市船木９５９番地３ ショートステイふたばの森 新居浜市船木３１０１番地１ 平成２３年５月１日

社会福祉法人ふたば会 新居浜市船木９５９番地３ グループホームふたばの森 新居浜市船木３００１番地３ 平成２３年５月１日

有限会社エンジョイライフ 大洲市松尾１１７０番地１２ 小規模多機能型居宅介護亀の
郷 大洲市松尾４６５番地１ 平成２３年５月１日

株式会社アクティブモア 宇和島市天神町８番２３号天神
ビル２階

愛ほっと訪問看護ステーショ
ン

宇和島市天神町８番２３号天神
ビル２階 平成２３年５月２日

株式会社よしまる 宇和島市丸穂町一丁目９番３０
号 デイサービスセンター未来 宇和島市丸穂町一丁目９番３０

号 平成２３年５月１３日

株式会社ひふみ 伊予郡砥部町重光１５９番地１ ひふみ訪問介護 伊予郡砥部町重光１５９番地１ 平成２３年５月１６日

有限会社ほほえみ 新居浜市船木字上長野甲５８１
－２

グループホーム微笑の家なか
むら 新居浜市中村二丁目４番２５号 平成２３年５月２３日

有限会社三幸 宇和島市津島町高田８３－１ ウェルつしま 宇和島市津島町高田２４４８番地
３ 平成２３年５月２６日

株式会社ハーブ 宇和島市中沢町一丁目２番１０
号 ヘルパーステーションあん 宇和島市中沢町一丁目２番１０

号 平成２３年６月２日

株式会社ハーブ 宇和島市中沢町一丁目２番１０
号 デイサービスあん 宇和島市中沢町一丁目２番１０

号 平成２３年６月２日

愛 媛 県 報平成２３年６月２４日 第２２７８号

５６０
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�愛媛県告示第８１０号
生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第５４条の２第１項の規定により指定した介護機関（介護予防事業者）から、介護予防事業を次のよ

うに廃止した旨の届出があった。

平成２３年６月２４日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第８１１号
障害者自立支援法（平成１７年法律第１２３号）第２９条第１項の規定により、次のとおり指定障害福祉サービス事業者を指定した。

平成２３年６月２４日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第８１２号
障害者自立支援法（平成１７年法律第１２３号）第４６条第１項の規定により、指定障害福祉サービス事業者から次のとおり指定障害福祉サー

ビス事業所の名称を変更した旨の届出があった。

平成２３年６月２４日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第８１３号
障害者自立支援法（平成１７年法律第１２３号）第４６条第１項の規定により、指定障害福祉サービス事業者から次のとおり指定障害福祉サー

ビス事業所の所在地を変更した旨の届出があった。

平成２３年６月２４日

愛媛県知事 中 村 時 広

介 護 機 関 （ 居 宅
介 護 事 業 者 ） の
名 称

主 た る 事 務 所 の

所 在 地

廃 止 に 係 る 居 宅 介 護 事 業 を 行 う 事 業 所
廃 止 年 月 日

名 称 所 在 地

橘 正 視 愛媛県伊予市湊町１９－１ 橘Ｍ歯科医院 愛媛県伊予市湊町１９－１ 平成２３年１月１０日

介 護 機 関 （ 介 護
予 防 事 業 者 ）
の 名 称

主 た る 事 務 所 の

所 在 地

廃 止 に 係 る 介 護 予 防 事 業 を 行 う 事 業 所
廃 止 年 月 日

名 称 所 在 地

橘 正 視 愛媛県伊予市湊町１９－１ 橘Ｍ歯科医院 愛媛県伊予市湊町１９－１ 平成２３年１月１０日

事業者番号
指 定 障 害 福 祉 サ ー ビ ス 事 業 者

指定障害福祉
サービスの種類

指 定 障 害 福 祉 サ ー ビ ス 事 業 所
指 定
年 月 日

氏名又は名称 主たる事務所
の 所 在 地 代表者の氏名 名 称 所 在 地

３８１０１０１９３５ 特定非営利活動法人ぶ
うしすてむ

松山市御幸二丁目１－
１６ 川 崎 壽 洋 就労継続支援

Ａ型 ぶうしすてむ 松山市木屋町三丁目１２
－７

平成２３年
６月１日

３８１０２００３９８ 一般社団法人Ｓｉｇｎ 今治市別名１８０番地１ 正 岡 弘 樹 自立訓練（生
活訓練） プリズム 今治市別名１８０番地１ 平成２３年

６月１日

３８１０３００３１３ ＮＰＯ法人さかえ 宇和島市伊吹町甲９５３
番地８ 伊勢居 良 之 就労継続支援

Ｂ型
就労継続支援事業所ピ
アさかえ

宇和島市伊吹町甲９５３
番地８

平成２３年
６月１日

３８１０５００２８４ 新居浜医療生活協同組
合 新居浜市萩生１０６１番地 池 田 虎之助 居宅介護 ヘルパーステーション

野の花
新居浜市南小松原町８
番６８号

平成２３年
６月１日

３８１０５００２８４ 新居浜医療生活協同組
合 新居浜市萩生１０６１番地 池 田 虎之助 重度訪問介護 ヘルパーステーション

野の花
新居浜市南小松原町８
番６８号

平成２３年
６月１日

事業者番号

指 定 障 害 福 祉 サ ー ビ ス 事 業 者
指定障害福祉
サービスの種類

指 定 障 害 福 祉 サ ー ビ ス 事 業 所
届 出
年 月 日氏名又は名称 主たる事務所

の 所 在 地 代表者の氏名
名 称

所 在 地
変 更 前 変 更 後

３８１０６０００９２ 社会福祉法人聖風
会

西条市氷見字上寺
丙１９５番地 眞 鍋 敏 朗 就労継続支援

Ａ型 野菜工房ていずい 多機能型事業所野
菜工房ていずい

西条市禎瑞字相生
５番３８１番地

平成２３年
５月１日

愛 媛 県 報平成２３年６月２４日 第２２７８号

５６１
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�愛媛県告示第８１４号
介護保険法（平成９年法律第１２３号）第４１条第１項本文の規定により、次のとおり指定居宅サービス事業者を指定した。

平成２３年６月２４日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第８１５号
介護保険法（平成９年法律第１２３号）第４６条第１項の規定により、次のとおり指定居宅介護支援事業者を指定した。

平成２３年６月２４日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第８１６号
介護保険法（平成９年法律第１２３号）第５３条第１項本文の規定により、次のとおり指定介護予防サービス事業者を指定した。

平成２３年６月２４日

愛媛県知事 中 村 時 広

事業者番号

指 定 障 害 福 祉 サ ー ビ ス 事 業 者
指定障害福祉
サービスの種類

指 定 障 害 福 祉 サ ー ビ ス 事 業 所
届 出
年 月 日氏名又は名称 主たる事務所

の 所 在 地 代表者の氏名 名 称
所 在 地

変 更 前 変 更 後

３８１３７０００２２ 社会福祉法人伊方
町社会福祉協議会

西宇和郡伊方町湊
浦１９９５番地１ 西 川 一 彌 居宅介護 伊方訪問介護事業

所
西宇和郡伊方町湊
浦８６６番地

西宇和郡伊方町湊
浦１９９５番地１

平成２３年
４月１日

３８１３７０００２２ 社会福祉法人伊方
町社会福祉協議会

西宇和郡伊方町湊
浦１９９５番地１ 西 川 一 彌 重度訪問介護 伊方訪問介護事業

所
西宇和郡伊方町湊
浦８６６番地

西宇和郡伊方町湊
浦１９９５番地１

平成２３年
４月１日

指 定 居 宅 サ ー ビ ス 事 業 者 の
名 称 又 は 氏 名

指 定 居 宅 サ ー ビ ス 事 業 所
指定年月日 サービスの種類

名 称 所 在 地

株式会社ライフサポート ヘルパーステーション輪厚 愛媛県松山市平和通二丁目２－２北ビ
ル２Ｆ 平成２３年５月１日 訪問介護

有限会社ＧＰ企画 デイサービスセンターお茶のみ広場束
本 愛媛県松山市束本二丁目１２－３８ 平成２３年５月１日 通所介護

有限会社三幸 ウェルつしま 愛媛県宇和島市津島町高田２４４８番地３ 平成２３年５月１日 特定施設入居者生
活介護

社会福祉法人ふたば会 デイサービスセンターふたばの森 愛媛県新居浜市船木３１０１番地１ 平成２３年５月１日 通所介護

社会福祉法人ふたば会 ショートステイふたばの森 愛媛県新居浜市船木３１０１番地１ 平成２３年５月１日 短期入所生活介護

社会福祉法人同心会 ショートステイついたちの里 愛媛県西条市朔日市８９２番地２５ 平成２３年５月１日 短期入所生活介護

株式会社ひふみ ひふみ訪問介護 愛媛県伊予郡砥部町重光１５９番地１ 平成２３年５月１６日 訪問介護

株式会社時の計画 デイサービスあったかいご二番館 愛媛県八幡浜市産業通３５３番地１ 平成２３年５月１９日 通所介護

指定居宅介護支援事業者の名称
指 定 居 宅 介 護 支 援 事 業 所

指定年月日 サービスの種類
名 称 所 在 地

ハニーコーポレーション株式会社 ハニー居宅介護支援事業所 愛媛県松山市西石井一丁目１番２５号ク
リエイションビル７階 平成２３年５月１日 居宅介護支援

有限会社サン・ケアワーク 有限会社サン・ケアワーク居宅介護支
援事業所 愛媛県南宇和郡愛南町城辺甲１９８８番地 平成２３年５月１日 居宅介護支援

指定介護予防サービス事業者の
名 称 又 は 氏 名

指 定 介 護 予 防 サ ー ビ ス 事 業 所
指定年月日 サービスの種類

名 称 所 在 地

株式会社ライフサポート ヘルパーステーション輪厚 愛媛県松山市平和通二丁目２－２北ビ
ル２Ｆ 平成２３年５月１日 介護予防訪問介護

有限会社ＧＰ企画 デイサービスセンターお茶のみ広場束
本 愛媛県松山市束本二丁目１２－３８ 平成２３年５月１日 介護予防通所介護

愛 媛 県 報平成２３年６月２４日 第２２７８号

５６２



��������������

��������������

��������������

��������������

�愛媛県告示第８１７号
介護保険法（平成９年法律第１２３号）第７５条第２項の規定により、指定居宅サービス事業者から次のとおり指定居宅サービス事業を廃止

する旨の届出があった。

平成２３年６月２４日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第８１８号
介護保険法（平成９年法律第１２３号）第１１５条の５第２項の規定により、指定介護予防サービス事業者から次のとおり指定介護予防サービ

ス事業を廃止する旨の届出があった。

平成２３年６月２４日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第８１９号
介護保険法（平成９年法律第１２３号）第９４条第１項の規定により、次のとおり介護老人保健施設の開設を許可した。

平成２３年６月２４日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第８２０号
愛媛県認定訓練助成事業費補助金（運営費）交付規程（昭和３３年１１月愛媛県告示第９５６号）の一部を次のように改正し、告示の日から施

行し、平成２３年度分の補助金から適用する。

平成２３年６月２４日

愛媛県知事 中 村 時 広

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

有限会社三幸 ウェルつしま 愛媛県宇和島市津島町高田２４４８番地３ 平成２３年５月１日 介護予防特定施設
入居者生活介護

社会福祉法人ふたば会 デイサービスセンターふたばの森 愛媛県新居浜市船木３１０１番地１ 平成２３年５月１日 介護予防通所介護

社会福祉法人ふたば会 ショートステイふたばの森 愛媛県新居浜市船木３１０１番地１ 平成２３年５月１日 介護予防短期入所
生活介護

社会福祉法人同心会 ショートステイついたちの里 愛媛県西条市朔日市８９２番地２５ 平成２３年５月１日 介護予防短期入所
生活介護

株式会社ひふみ ひふみ訪問介護 愛媛県伊予郡砥部町重光１５９番地１ 平成２３年５月１６日 介護予防訪問介護

株式会社時の計画 デイサービスあったかいご二番館 愛媛県八幡浜市産業通３５３番地１ 平成２３年５月１９日 介護予防通所介護

指 定 居 宅 サ ー ビ ス 事 業 者 の
名 称 又 は 氏 名

指 定 居 宅 サ ー ビ ス 事 業 所
廃止年月日 サービスの種類

名 称 所 在 地

医療法人馬越クリニック 馬越循環器科内科 愛媛県松山市居相四丁目１６番２０号 平成２３年５月５日 通所リハビリテー
ション

有限会社悠楽里 デイサービス悠楽里 愛媛県松山市畑寺四丁目７番３２号 平成２３年５月１８日 通所介護

指定介護予防サービス事業者の
名 称 又 は 氏 名

指 定 介 護 予 防 サ ー ビ ス 事 業 所
廃止年月日 サービスの種類

名 称 所 在 地

医療法人馬越クリニック 馬越循環器科内科 愛媛県松山市居相四丁目１６番２０号 平成２３年５月５日 介護予防通所リハ
ビリテーション

介護老人保健施設の開設者の
名 称 又 は 氏 名

介 護 老 人 保 健 施 設
許可年月日 サービスの種類

名 称 所 在 地

医療法人補天会 介護老人保健施設いまばり光生園 愛媛県今治市室屋町三丁目２番地１０ 平成２３年５月１日 介護老人保健施設

愛 媛 県 報平成２３年６月２４日 第２２７８号

５６３
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改 正 後 改 正 前

（趣旨）

第１条 職業能力開発促進法（昭和４４年法律第６４号）第２４条第１項

の規定（同法第２７条の２第２項において準用する場合を含む。）

に基づく認定を受けた同法第１３条に規定する事業主等（事業主に

あつては中小企業事業主に、事業主の団体又はその連合団体にあ

つては中小企業事業主の団体又はその連合団体に限る。以下「中

小企業事業主等」という。）が行う認定職業訓練の運営に要する

経費に係る認定訓練助成事業費補助金（運営費）（以下「補助

金」という。）の交付に関しては、愛媛県補助金等交付規則（平

成１８年愛媛県規則第１７号）に定めるもののほか、この規程の定め

るところによる。

様式第１号（第３条関係） 認定訓練助成事業費補助金（運営費）

交付申請書

（趣旨）

第１条 職業能力開発促進法（昭和４４年法律第６４号）第２４条第１項

の規定（同法第２７条の２第２項において準用する場合を含む。）

に基づく認定を受けた中小企業事業主又は中小企業事業主の団体

若しくはその連合団体（

以下「中

小企業事業主等」という。）が行う認定職業訓練の運営に要する

経費に係る認定訓練助成事業費補助金（運営費）（以下「補助

金」という。）の交付に関しては、愛媛県補助金等交付規則（平

成１８年愛媛県規則第１７号）に定めるもののほか、この規程の定め

るところによる。

様式第１号（第３条関係） 認定訓練助成事業費補助金（運営費）

交付申請書

省略

１～７ 省略

８ 補助率

� 普通課程の普通職業訓練及び専門課程の高度職業訓練

補助申請額（１のイに記入の金額）
×１００

補助対象経費計（７の�のイに記入の金額）

＝補助率 ％

� 短期課程の普通職業訓練及び研修課程の指導員訓練

補助申請額（１のロに記入の金額）
×１００

補助対象経費計（７の�のロに記入の金額）

＝補助率 ％

省略

１～７ 省略

８ 補助率

� 普通課程の普通職業訓練及び専門課程の高度職業訓練

補助申請額（１のイに記入の金額）
×１００

補助対象経費計（８の�のイに記入の金額）

＝補助率 ％

� 短期課程の普通職業訓練及び研修課程の指導員訓練

補助申請額（１のロに記入の金額）
×１００

補助対象経費計（８の�のロに記入の金額）

＝補助率 ％

注 省略 注 省略

�愛媛県告示第８２１号
愛媛県認定訓練助成事業費補助金（施設及び設備費）交付規程（昭和４６年８月愛媛県告示第６９８号）の一部を次のように改正し、告示の

日から施行し、平成２３年度分の補助金から適用する。

平成２３年６月２４日

愛媛県知事 中 村 時 広

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（趣旨）

第１条 職業能力開発促進法（昭和４４年法律第６４号

）第２４条第１項の認定を受けた同法第１３条に規定する事業

主等（事業主にあつては中小企業事業主に、事業主の団体又はそ

の連合団体にあつては中小企業事業主の団体又はその連合団体に

限る。以下「中小企業事業主等」という。）が行う職業訓練のた

めの施設（以下「職業訓練共同施設」という。）及び中小企業事

業主等が行う職業訓練のための設備（以下「職業訓練共同設備」

という。）の設置又は整備に要する経費に係る認定訓練助成事業

費補助金（施設及び設備費）（以下「補助金」という。）の交付

に関しては、愛媛県補助金等交付規則（平成１８年愛媛県規則第１７

号）に定めるもののほか、この規程の定めるところによる。

（交付対象）

第２条 補助金は、市町（一部事務組合を含む。以下同じ。）又は

中小企業事業主等

（趣旨）

第１条 職業能力開発促進法（昭和４４年法律第６４号。以下「法」と

いう。）第２４条第１項の認定を受けた中小企業事業主又は中小企

業事業主の団体若しくはその連合団体（

以下「中小企業事業主等」という。）が行う職業訓練のた

めの施設（以下「職業訓練共同施設」という。）及び中小企業事

業主等が行う職業訓練のための設備（以下「職業訓練共同設備」

という。）の設置又は整備に要する経費に係る認定訓練助成事業

費補助金（施設及び設備費）（以下「補助金」という。）の交付

に関しては、愛媛県補助金等交付規則（平成１８年愛媛県規則第１７

号）に定めるもののほか、この規程の定めるところによる。

（交付対象）

第２条 補助金は、市町（一部事務組合を含む。以下同じ。）又は

法第４章の規定により設立された職業訓練法人である中小企業事

愛 媛 県 報平成２３年６月２４日 第２２７８号
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が職業訓練共同施

設又は職業訓練共同設備を設置し、又は整備する場合において、

それに要する経費のうち、次に掲げるものの一部について、予算

の範囲内で、当該市町又は当該中小企業事業主等に対して交付す

るものとする。

�・� 省略

（交付申請）

第３条 補助金の交付を受けようとする市町又は中小企業事業主等

は、認定訓練助成事業費補助金（施設及び設備費）交付申請書

（様式第１号。以下「補助金交付申請書」という。）に、職業訓

練共同施設を設置し、又は整備する場合にあつては職業訓練共同

施設設置・整備計画書（様式第２号）を、職業訓練共同設備を設

置し、又は整備する場合にあつては職業訓練共同設備設置・整備

計画書（様式第３号）を添付して、知事に提出しなければならな

い。

（申請の取下げ）

第５条 補助金の交付の決定の通知を受けた市町又は中小企業事業

主等（以下「補助事業者」という。）は、補助金の交付の決定の

内容又はこれに付された条件に不服があつて申請を取り下げよう

とする場合においては、通知を受けた日から２週間以内にその旨

を書面で知事に申し出なければならない。

（職業訓練共同施設及び職業訓練共同設備の用途）

第７条 省略

２ 省略

３ 中小企業事業主等である補助事業者は、当該職業訓練共同施設

及び職業訓練共同設備をその行う職業訓練に使用するほか、当該

職業訓練に支障のない範囲内で、職業訓練に関し必要な業務に利

用させることができる。

様式第１号（第３条関係） 認定訓練助成事業費補助金（施設及び

設備費）交付申請書

業主の団体（以下「職業訓練法人」という。）が職業訓練共同施

設又は職業訓練共同設備を設置し、又は整備する場合において、

それに要する経費のうち、次に掲げるものの一部について、予算

の範囲内で、当該市町又は当該職業訓練法人 に対して交付す

るものとする。

�・� 省略

（交付申請）

第３条 補助金の交付を受けようとする市町又は職業訓練法人

は、認定訓練助成事業費補助金（施設及び設備費）交付申請書

（様式第１号。以下「補助金交付申請書」という。）に、職業訓

練共同施設を設置し、又は整備する場合にあつては職業訓練共同

施設設置・整備計画書（様式第２号）を、職業訓練共同設備を設

置し、又は整備する場合にあつては職業訓練共同設備設置・整備

計画書（様式第３号）を添付して、知事に提出しなければならな

い。

（申請の取下げ）

第５条 補助金の交付の決定の通知を受けた市町又は職業訓練法人

（以下「補助事業者」という。）は、補助金の交付の決定の

内容又はこれに附された条件に不服があつて申請を取り下げよう

とする場合においては、通知を受けた日から２週間以内にその旨

を書面で知事に申し出なければならない。

（職業訓練共同施設及び職業訓練共同設備の用途）

第７条 省略

２ 省略

３ 職業訓練法人 である補助事業者は、当該職業訓練共同施設

及び職業訓練共同設備をその行う職業訓練に使用するほか、当該

職業訓練に支障のない範囲内で、職業訓練に関し必要な業務に利

用させることができる。

様式第１号（第３条関係） 認定訓練助成事業費補助金（施設及び

設備費）交付申請書

省略

市町の名称及び長の氏名又は中小

企業事業主等の名称及び所在地並

びにその代表者の氏名及び住所 印

省略

省略

市町の名称及び長の氏名又は職業

訓練法人 の名称及び所在地並

びにその代表者の氏名及び住所 印

省略

様式第２号（第３条、様式第１号関係） 職業訓練共同施設設置・

整備計画書

様式第２号（第３条 関係） 職業訓練共同施設設置・

整備計画書

省略

１ 省略

２ 計画内容及び建築費（総額）

省略

１ 省略

２ 計画内容及び建築費（総額）

�～� 省略 �経費負担区分 �～� 省略 �経費負担区分

国 県 市町 中小

企業

事業

主等

その

他

計 国 県 市町 職業

訓練

法人

その

他

計

省略 省略

３～５ 省略 ３～５ 省略

注 省略

様式第４号（第８条関係） 認定訓練助成事業費補助金（施設及び

設備費）補助事業実施状況報告書

注 省略

様式第４号（第８条関係） 認定訓練助成事業費補助金（施設及び

設備費）補助事業実施状況報告書

省略 省略

愛 媛 県 報平成２３年６月２４日 第２２７８号
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市町の名称及び長の氏名又は中小

企業事業主等の名称及び所在地並

びにその代表者の氏名及び住所 �

省略

１ 補助事業の進捗状況

� 職業訓練共同施設 施設名及び所在地

市町の名称及び長の氏名又は職業

訓練法人 の名称及び所在地並

びにその代表者の氏名及び住所 �

省略

１ 補助事業の進ちよく状況

� 職業訓練共同施設 施設名及び所在地

建物の

構 造

建築の進捗状況 建築着工

年 月 日

備考 建物の

構 造

建築の進ちよく状況 建築着工

年 月 日

備考

教室 実習場 管理室

その他

計 教室 実習場 管理室

その他

計

省略 省略

� 省略 � 省略

２ 省略 ２ 省略

注１ １の�の「建築の進捗状況 」の欄には、建築の進捗状

況 を百分比で記載すること。

なお、未着工及び進捗率 ５０％未満のものについては、

工事の遅延理由及び今後の計画を「備考」の欄に記載するこ

と。

２ 省略

様式第５号（第９条関係） 認定訓練助成事業費補助金（施設及び

設備費）補助事業実績報告書

注１ １の�の「建築の進ちよく状況」の欄には、建築の進ちよ

く状況を百分比で記載すること。

なお、未着工及び進ちよく率５０％未満のものについては、

工事の遅延理由及び今後の計画を「備考」の欄に記載するこ

と。

２ 省略

様式第５号（第９条関係） 認定訓練助成事業費補助金（施設及び

設備費）補助事業実績報告書

省略

市町の名称及び長の氏名又は中小

企業事業主等の名称及び所在地並

びにその代表者の氏名及び住所 �

省略

省略

市町の名称及び長の氏名又は職業

訓練法人 の名称及び所在地並

びにその代表者の氏名及び住所 �

省略

注 この報告書には、市町又は中小企業事業主等の収支決算書の

写しを添付すること。

注 この報告書には、市町又は職業訓練法人 の収支決算書の

写しを添付すること。

�愛媛県告示第８２２号
大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号。以下「法」という。）第６条第１項の規定による届出があったので、同条第３項において

準用する法第５条第３項の規定に基づき、次のとおり告示する。

当該届出は、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び中予地方局産業経済部産業振興課商工観光室並びに松山市役所において告示の

日から４月間縦覧に供する。

平成２３年６月２４日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 変更の届出の概要

大規模小売店舗の名称 大規模小売店舗の所
在地 変更した事項 変 更 前 変 更 後 変 更 の

年 月 日
届 出
年 月 日

伊予鉄ターミナルビル 松山市湊町５丁目１
番地１

大規模小売店舗を設置する者
の代表者の氏名

株式会社伊予鉄�島
屋
代表取締役社長
松原 久男
外１者

株式会社伊予鉄�島
屋
代表取締役社長
奥村 正綱
外１者

平成２３年
５月２５日

平成２３年
６月９日

大規模小売店舗において小売
業を行う者の代表者の氏名

株式会社伊予鉄�島
屋
代表取締役社長
松原 久男
外２者

株式会社伊予鉄�島
屋
代表取締役社長
奥村 正綱
外２者

２ 意見書の提出

この告示に係る大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項について意見を有する者は、告

示の日から４月以内に、愛媛県に次のとおり意見書を提出することができる。

なお、提出された意見書は、その概要を告示するとともに、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び中予地方局産業経済部産業振

興課商工観光室並びに松山市役所において告示の日から１月間縦覧に供する。

� 意見書に記載すべき事項
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�愛媛県告示第８２３号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第８７条第１項の規定により、

伊予郡砥部町地域に係る県営土地改良事業計画を定めたので、同条

第５項の規定により、次のとおり当該土地改良事業計画書の写しを

縦覧に供する。

平成２３年６月２４日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 縦覧に供すべき書類の名称

県営土地改良事業（農業用用排水施設整備事業・砥部地区）計

画書の写し

２ 縦覧期間

平成２３年６月２７日から平成２３年７月２５日まで

３ 縦覧場所

砥部町役場本庁

�������
�愛媛県告示第８２４号
次の県営土地改良事業の工事が完了したので、土地改良法（昭和

２４年法律第１９５号）第１１３条の２第３項の規定により公告する。

平成２３年６月２４日

愛媛県知事 中 村 時 広

�������
�愛媛県告示第８２５号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１８条第１６項の規定により、

新居浜市松神子土地改良区から次のとおり役員が就任し、及び退任

した旨の届出があった。

平成２３年６月２４日

愛媛県東予地方局長 沖 哲 志

就 任

退 任

�������
�愛媛県告示第８２６号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１８条第１６項の規定により、

新居浜市松神子土地改良区から次のとおり役員が退任した旨の届出

があった。

平成２３年６月２４日

愛媛県東予地方局長 沖 哲 志

退 任

�������
�愛媛県告示第８２７号
東温市下林下土地改良区から認可申請のあった土地改良事業（維

持管理）の計画の変更は、適当と認められるので、土地改良法（昭

和２４年法律第１９５号）第４８条第９項において準用する同法第８条第

６項の規定により、次のとおり関係書類を縦覧に供する。

平成２３年６月２４日

愛媛県中予地方局長 岡 本 靖

１ 縦覧に供すべき書類の名称

� 東温市下林下土地改良区土地改良事業（維持管理）変更計画

書の写し

� 東温市下林下土地改良区定款の写し

２ 縦覧期間

平成２３年６月２４日から７月２５日まで

３ 縦覧場所

東温市役所本庁

ア 提出者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表者の氏名

イ 当該大規模小売店舗の名称

ウ 当該大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項についての意見

� 提出先

愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課

土地改良事業の名称 土地改良事業の
施行に係る地域

土地改良事業の工
事の完了年月日

ため池等整備事業 上市古池地区 平成２３年２月１８日

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 村 上 勝 利 新居浜市又野１－８－３９

〃 山 内 博 新居浜市田の上１－１７－２３

〃 高 橋 繁 新居浜市松神子２－８－１９

〃 伊 藤 覚 新居浜市垣生４－１４－１

〃 碓 井 正 徳 新居浜市松神子１－１－２７

〃 岡 田 一 美 新居浜市田の上２－１４－８

〃 佐々木 章 文 新居浜市垣生２－７－５

〃 永 易 義 光 新居浜市田の上１－１２－２１

監 事 岡 部 眞佐明 新居浜市垣生４－４－８

〃 岩 崎 靖 新居浜市田の上２－１１－４２

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 村 上 勝 利 新居浜市又野１－８－３９

〃 山 内 博 新居浜市田の上１－１７－２３

〃 高 橋 繁 新居浜市松神子２－８－１９

〃 伊 藤 覚 新居浜市垣生４－１４－１

〃 岡 田 一 美 新居浜市田の上２－１４－８

〃 村 上 滋 新居浜市松神子２－３－２８

〃 永 易 義 光 新居浜市田の上１－１２－２１

監 事 岡 部 眞佐明 新居浜市垣生４－４－８

〃 岩 崎 靖 新居浜市田の上２－１１－４２

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 永 易 義 光 新居浜市田の上１－１２－２１

愛 媛 県 報平成２３年６月２４日 第２２７８号

５６７



��������������

��������������

�������
�愛媛県告示第８３１号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１８条第１６項の規定により、

津島町土地改良区から次のとおり役員が就任し、及び退任した旨の

届出があった。

平成２３年６月２４日

愛媛県南予地方局長 山 本 龍 典

就 任 退 任

�愛媛県告示第８２８号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、中予地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２３年６月２４日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第８２９号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、中予地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２３年６月２４日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第８３０号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、中予地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２３年６月２４日

愛媛県知事 中 村 時 広

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 和気衣山線
松山市久万ノ台１２４４－１から

同市衣山二丁目６６３－２まで

旧 ５．０～２２．０ ０．５１７

新 １２．０～８４．１ ０．５１７

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 六軒家石手線
松山市道後湯之町甲１５６７－４から

同町甲１５６４－２地先まで
平成２３年６月２４日

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 伊予川内線
伊予郡砥部町高尾田３４７番２から

同町高尾田４３３番４まで
平成２３年６月２４日

〃 泉 雄 二 宇和島市津島町高田丙１５７番地１

〃 兵 頭 司 博 宇和島市津島町岩松甲１２７７番地１１

〃 三 曳 重 郎 宇和島市津島町増穂丙１７０９番地２３

監 事 武 内 忠 一 宇和島市津島町北灘丙５８番地

〃 坂 本 順 作 宇和島市津島町岩松１９０５番地

〃 藤 堂 武 継 宇和島市津島町岩渕甲８３８番地

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 田 中 富 明 宇和島市津島町北灘甲２１４０番地１

〃 舩 田 忠 夫 宇和島市津島町北灘甲１７７３番地

〃 宮 本 清 幸 宇和島市津島町北灘甲３９１番地

〃 濱 田 金 治 宇和島市津島町北灘乙５１２番地２

〃 魚 � 泰 郎 宇和島市津島町北灘乙１９１２番地

〃 玉 木 邦 英 宇和島市津島町浦知３６１番地１

〃 土 居 秋 義 宇和島市津島町下畑地丁３６番地３

〃 山 本 岩太郎 宇和島市津島町近家甲９１１番地

〃 清 家 儀三郎 宇和島市津島町近家甲１６２番地

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 山 口 正 富 宇和島市津島町北灘甲３３９番地１

〃 田 中 富 明 宇和島市津島町北灘甲２１４０番地１

〃 舩 田 忠 夫 宇和島市津島町北灘甲１７７３番地

〃 森 近 男 宇和島市津島町北灘乙１７０８番地

〃 玉 木 邦 英 宇和島市津島町浦知３６１番地１

〃 村 上 康 志 宇和島市津島町下畑地甲６８３番地１

〃 山 本 岩太郎 宇和島市津島町近家甲９１１番地

〃 山 本 俊 幸 宇和島市津島町近家甲１１１２番地７

〃 泉 雄 二 宇和島市津島町高田丙１５７番地１
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公文書の公開の実施状況

平成２２年度の公開請求等に対する公文書の公開の実施状況の概要

を次のとおり公表する。

平成２３年６月２４日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 公文書の公開の請求等及び処理の状況

（単位：件）

区 分
請求等の
件 数

処 理 の 状 況
取 下 げ

公 開 部分公開 非 公 開

公開請求 ６４２ ４２８ １４１ ２３ ５０

公開申請 ３ ２ １ ０ ０

計 ６４５ ４３０ １４２ ２３ ５０

注１ 公開請求とは、愛媛県情報公開条例（平成１０年愛媛県条例第２７号。
以下「条例」という。）に基づく公開請求をいう。

２ 公開申請とは、条例附則第３項ただし書の規定によりなおその効
力を有するものとされている愛媛県情報公開要綱（平成５年１０月愛媛
県・愛媛県公営企業管理局・愛媛県教育委員会・愛媛県選挙管理委
員会・愛媛県人事委員会・愛媛県監査委員・愛媛県地方労働委員会・
愛媛県収用委員会・愛媛海区漁業調整委員会・愛媛県内水面漁場管
理委員会告示第１２５５号。以下「要綱」という。）に基づく公開申請
（要綱第２条第１項に規定する実施機関の職員が職務上作成し、又
は取得した文書、図画及び写真であって、同条第２項に規定する決
裁等が終了したもののうち、公立大学法人愛媛県立医療技術大学に
引き継がれたものに係る公開申請を含む。）をいう。

２ 公文書の公開の請求等の実施機関別内訳

（単位：件）

実 施 機 関 公開請求件数 公開申請件数

総 務 部 ４１ ２

企 画 情 報 部 ０ ０

知 県 民 環 境 部 １８ ０

保 健 福 祉 部 １５３ ０

経 済 労 働 部 ３８ １

農 林 水 産 部 ６０ ０

事 土 木 部 １８３ ０

出 納 局 ２ ０

小 計 ４９５ ３

議 会 ２

公 営 企 業 管 理 者 ２５ ０

教 育 委 員 会 ８４ ０

選 挙 管 理 委 員 会 ８ ０

人 事 委 員 会 １ ０

監 査 委 員 ０ ０

公 安 委 員 会 １

警 察 本 部 長 ２６

労 働 委 員 会 ０ ０

収 用 委 員 会 ０ ０

海 区 漁 業 調 整 委 員 会 ０ ０

内 水 面 漁 場 管 理 委 員 会 ０ ０

公立大学法人愛媛県立医療技術大学 ０ ０

合 計 ６４２ ３

３ 公文書の公開の請求等の主な内容

（単位：件）
請 求 等 の 主 な 内 容 公開請求件数 公開申請件数

公益法人等の決算書類 １６２ ０

工事設計書 １０２ ０

名簿関係 ７２ ０

道路等図面関係 ５２ ０

懲戒等職員の処分関係 ３９ ０

４ 公文書公開請求者等別の内訳

（単位：件）
公 開 請 求 者 等 の 区 分 公開請求件数 公開申請件数

県内に住所を有する者又は事務所若しく
は事業所を有する個人及び法人その他団
体

４３２ １

その他のもの ２１０ ２

５ 不服申立て等の状況

� 不服申立て

実績なし

� 不服申出

実績なし

�������
�公 告

個人情報の開示等の実施状況

平成２２年度の開示請求等に対する個人情報の開示等の実施状況の

概要を次のとおり公表する。

平成２３年６月２４日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 個人情報取扱事務の登録件数

（単位：件）
実 施 機 関 年度末件数

総 務 部 ７１

企 画 情 報 部 ３１

知 県 民 環 境 部 １６９

保 健 福 祉 部 ４４０

経 済 労 働 部 ９９

農 林 水 産 部 １９２

事 土 木 部 １３４

出 納 局 １０

小 計 １，１４６

議 会 １３

公 営 企 業 管 理 者 １６

教 育 委 員 会 １７３

選 挙 管 理 委 員 会 ２０

人 事 委 員 会 ４

監 査 委 員 ５

公 安 委 員 会 ６

警 察 本 部 長 １６３

労 働 委 員 会 ４

収 用 委 員 会 １１

海 区 漁 業 調 整 委 員 会 ２

内 水 面 漁 場 管 理 委 員 会 １

公立大学法人愛媛県立医療技術大学 ２３

合 計 １，５８７

２ 個人情報の開示請求の状況

� 書面による開示請求

〃 富 永 照 瑞 宇和島市津島町近家甲３４１番地

〃 兵 頭 司 博 宇和島市津島町岩松甲１２７７番地１１

監 事 武 内 忠 一 宇和島市津島町北灘丙５８番地

〃 坂 本 順 作 宇和島市津島町岩松１９０５番地

〃 藤 堂 武 継 宇和島市津島町岩渕甲８３８番地
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（単位：件）

実 施 機 関
請 求 の
件 数

処 理 の 状 況
取 下 げ

開 示 部分開示 非 開 示

知 事 １５ ９ ２ ３ １

公営企業管理者 ３４ ２３ ９ ２ ０

教 育 委 員 会 ３１ ３１ ０ ０ ０

警 察 本 部 長 ３４ ３ ２４ ７ ０

合 計 １１４ ６６ ３５ １２ １

注 他の実施機関については、実績なし。

� 口頭による開示請求

（単位：件）
実 施 機 関 請求の件数

総 務 部 ４８

知 県 民 環 境 部 ９

保 健 福 祉 部 ５７

事 経 済 労 働 部 １

小 計 １１５

教 育 委 員 会 ７，６２８

人 事 委 員 会 １８７

警 察 本 部 長 ４９

公立大学法人愛媛県立医療技術大学 ２８

合 計 ８，００７

注１ 「口頭による開示請求」とは、実施機関があらかじ
め定めた個人情報について、口頭により開示請求でき
るものであり、請求があった場合は、原則開示するも
のである。

２ 他の実施機関については、実績なし。

３ 個人情報の訂正請求の状況

実績なし

４ 個人情報の利用停止請求の状況

実績なし

５ 不服申立ての状況

（単位：件）

区 分

不服申立て件数 処 理 の 状 況

取下げ

平 成
２１年度
からの
繰 越
件 数

平 成
２２年度
不 服
申立て
件 数

裁決又は決定

審理中却 下 棄 却 一 部
認 容

認 容

開示決定等
に係るもの

１ ２ １ １ １

訂正決定等
に係るもの

０ ０

利用停止決
定等に係る
もの

０ ０

�������
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争議行為の通知の公表について

全国一般愛媛統一労働組合執行委員長大野久から次のとおり争議

行為を行う旨の通知が平成２３年６月１３日あったので公表する。

平成２３年６月２４日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 事件 平成２３年度夏季一時金その他に関する事項

２ 日時 平成２３年６月２８日正午より本問題が解決に至る間

３ 場所

病 院 名 所 在 地

財団法人 正光会今治病院 今治市高市甲７８６－１３

財団法人 正光会宇和島病院 宇和島市柿原１２８０番地

４ 概要 前記記載の場所において、あらゆる形の争議行為を単独

又は併用して実施する。

�������
�公 告

海洋生物資源の保存及び管理に関する愛媛県計画について

海洋生物資源の保存及び管理に関する法律（平成８年法律第７７号）

第４条第７項の規定に基づき、海洋生物資源の保存及び管理に関す

る愛媛県計画（平成２２年１２月２４日付け公告）を次のとおり変更した。

平成２３年６月２４日

愛媛県知事 中 村 時 広

海洋生物資源の保存及び管理に関する愛媛県計画

１ 海洋生物資源の保存及び管理に関する方針

県は、海洋生物資源の保存及び管理の一層の推進を図るため、

海洋生物資源の保存及び管理に関する法律（平成８年法律第７７号。

以下「法」という。）第３条第１項に規定する基本計画において

定められた第１種特定海洋生物資源ごとの本県における漁獲可能

量（以下「知事管理量」という。）及び第２種特定海洋生物資源

の本県の漁業者に係る漁獲努力可能量（以下「知事管理努力量」

という。）の管理に関し、次のとおり必要な措置を講じることと

する。

� 必要に応じて漁業者等の指導、採捕の数量又は漁獲努力量の

公表その他の知事管理量及び知事管理努力量の管理の実効性を

担保するための措置を講じるため、本県における第１種特定海

洋生物資源の採捕実績（他県からの入漁者の採捕実績を含む。）

及び本県の漁業者に係る第２種特定海洋生物資源の操業実績の

的確な把握に努める。

� 海洋生物資源の分布、回遊状況及び内容、当該資源を取り巻

く環境等についてのより詳細な科学的データ及び知見を蓄積す

るため、愛媛県農林水産研究所水産研究センターを中心とし、

国又は関係都道府県との連携の下、資源調査体制の充実強化を

図る。

また、引き続き従来からの資源管理型漁業を推進するほか、

法第１３条第２項に規定する協定に係る制度（以下「協定制度」

という。）の活用等により、漁業者等による自主的な資源管理

を推進することとする。

なお、本県における海洋生物資源の保存及び管理の推進に当

たっては、他県からの入漁者の採捕実績に対し妥当な配慮を払

うものとする。

２ 知事管理量に関する事項

平成２２年及び平成２３年の知事管理量は、次表のとおりである。

第１種特定
海洋生物資
源

知 事 管 理 量

平成２２年 平成２３年

平成２２年１月
から１２月まで

平成２２年７月
から平成２３年
６月まで

平成２３年１月
から１２月まで

平成２３年７月
から平成２４年
６月まで

まあじ ８，０００トン ８，０００トン

まいわし 若 干 若 干

まさば及び
ごまさば

若 干 若 干
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３ 知事管理量の採捕の種類別の数量に関する事項

平成２２年及び平成２３年の知事管理量の採捕の種類別に定める数

量は、次表のとおりとする。

また、資源に対する漁獲圧力が無視できるほど小さいと認めら

れる漁業種類については、数量を明示しないこととした。

第１種特定海洋

生物資源
採捕の種類

数 量

平成２２年１月
から１２月まで

平成２３年１月
から１２月まで

まあじ
中型まき網漁業
及び小型まき網
漁業

５，６００トン ５，６００トン

４ 知事管理量（まあじにあっては、採捕の種類別の数量）に関し

実施すべき施策に関する事項

� 中型まき網漁業及び小型まき網漁業については、許可隻数を

現状以下とする等従来の操業規制を維持するほか、経済的・合

理的な漁獲のための漁業者による自主的な管理を推進するため、

協定制度の普及及び定着を図ることとする。

なお、これらの漁業を営む者に対しては、採捕数量の報告を

義務付けることとする。

� まあじの採捕を目的とする一本釣り漁業及び遊漁については、

その実態の把握に努め、数量管理の在り方について検討するこ

ととする。

� まいわし並びにまさば及びごまさばについては、現状以上に

漁獲努力量を増加させることがないように努めるとともに、漁

獲数量が前年の漁獲実績程度となるように努めることとする。

５ 知事管理努力量に関する事項

平成２２年及び平成２３年の知事管理努力量は、次表のとおりであ

る。

第２
種特
定海
洋生
物資
源

採捕
の種
類

知 事 管 理 努 力 量

瀬戸内海 瀬戸内海 宇和海 宇和海

平成２２
年４月
１日か
ら６月
３０日ま
で

平成２２
年９月
１日か
ら１１月
３０日ま
で

平成２３
年４月
１日か
ら６月
３０日ま
で

平成２３
年９月
１日か
ら１１月
３０日ま
で

平成２２
年１０月
１日か
ら１２月
３１日ま
で

平成２３
年１０月
１日か
ら１２月
３１日ま
で

さわ
ら

さわ
ら流
し網
漁業

１６，５９０隻
日

５，８８０隻
日

１６，５９０隻
日

５，８８０隻
日

７，４９０隻
日

７，４９０隻
日

６ 知事管理努力量の採捕の種類別及び海域別の数量に関する事項

平成２２年及び平成２３年の知事管理努力量の採捕の種類別及び海

域別に定める数量は、次表のとおりとする。

第２種
特定海
洋生物
資源

採捕の
種類 海 域 期 間 漁獲努力量

流し網漁
業 の う
ち、さわ
ら流し網
漁業及び
さごし、

サワラ瀬戸内
海系群資源回
復計画に規定
する燧灘及び
安芸灘

平成２２年４月１日
から６月３０日まで

１６，５９０隻日

平成２３年４月１日
から６月３０日まで

１６，５９０隻日

さわら

サワラ瀬戸内
海系群資源回
復計画に規定
する伊予灘

平成２２年９月１日
から１１月３０日まで

５，８８０隻日

平成２３年９月１日
から１１月３０日まで

５，８８０隻日

めじか流
し網漁業 サワラ瀬戸内

海系群資源回
復計画に規定
する宇和海

平成２２年１０月１日
から１２月３１日まで

７，４９０隻日

平成２３年１０月１日
から１２月３１日まで

７，４９０隻日

７ 知事管理努力量に関し実施すべき施策に関する事項

� 瀬戸内海のさわらの資源の回復を図るため国が策定したサワ

ラ瀬戸内海系群資源回復計画の着実な実施を推進するとともに、

漁業法（昭和２４年法律第２６７号）第６８条第１項の規定に基づく

瀬戸内海広域漁業調整委員会の指示による操業制限等が遵守さ

れるように努めることとする。

� さわら流し網漁業及びさごし、めじか流し網漁業については、

許可隻数を現状以下とする等従来の操業規制を維持するほか、

経済的・合理的な漁獲のための漁業者による自主的な管理を推

進するため、協定制度の普及及び定着を図ることとする。

なお、これらの漁業を営む者に対しては、操業海域ごとにそ

れぞれ４月１日から６月３０日までの間、９月１日から１１月３０日

までの間及び１０月１日から１２月３１日までの間における操業実績

の報告を義務付けることとする。

８ その他海洋生物資源の保存及び管理に関する重要事項

� 海洋生物資源の保存及び管理をより一層推進するためには、

より詳細かつ正確な資源状況の把握が必要であることから、漁

獲情報を的確に把握するとともに、資源に関する調査研究の充

実強化を更に進めることとする。

� 海洋生物資源の保存及び管理を推進するため、小型魚や産卵

親魚の保護等に向けた取組を進めることとする。

�������
�公 告

次のとおり企画提案書の提出を招請する。

平成２３年６月２４日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 業務概要

� 業務名

愛媛県総合科学博物館自然環境展示改修業務

� 業務内容

愛媛県総合科学博物館自然環境展示改修業務企画提案募集要

領（以下「募集要領」という。）による。

� 履行期限

平成２４年３月１９日

２ 参加資格及び評価項目

� 企画提案書の提出者に必要な資格

知事の審査を受け、平成２３年度から平成２５年度までの製造の

請負等に係る一般競争入札に参加する資格を有すると認められ

た業者で、次の事項に該当するもの

ア 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の

規定に該当しない者であること。

イ 平成１８年４月１日から平成２３年３月３１日までの５年間に、

博物館等において、１で示した業務に係る展示と同種の常設

展示でその規模が類似するものの設計業務及び施工業務に係

る契約を締結し、及び履行した実績を有する者であること。

ウ 参加申込書の受領の期限の日から企画提案書の受領の期限

の日までの期間に、知事が行う入札参加資格停止の期間中に

ない者であること。
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雑 報

� 企画提案書を特定するための評価項目

１で示した業務に関する基本方針、展示室演出、施工体制及

び経費

３ 手続等

� 担当部局

愛媛県教育委員会事務局管理部生涯学習課生涯学習推進係

〒７９０―８５７０

愛媛県松山市一番町四丁目４番地２

電話番号 （０８９）９１２―２９３１

� 募集要領の交付の期間、場所及び方法

ア 期間

平成２３年６月２４日（金）から同年７月１９日（火）までの執

務時間中（月曜日から金曜日までの午前８時３０分から午後５

時１５分までをいう。）

イ 場所

�に掲げる場所
ウ 方法

無料にて交付する。

� 参加申込書の受領の期限並びに提出の場所及び方法

ア 期限

平成２３年７月１９日（火）午後５時１５分

イ 場所

�に掲げる場所
ウ 方法

持参し、又は郵送等により提出すること。ただし、郵送等

により提出する場合は、書留若しくは簡易書留又は信書便で

これらに準ずるものに限る。

� 企画提案書の受領の期限並びに提出の場所及び方法

ア 期限

平成２３年８月３日（水）午後５時１５分

イ 場所

�に掲げる場所
ウ 方法

持参し、又は郵送等により提出すること。ただし、郵送等

により提出する場合は、書留若しくは簡易書留又は信書便で

これらに準ずるものに限る。

４ その他

� 手続において使用する言語及び通貨

日本語及び日本国通貨

� 契約書作成の要否

要

� 関連情報を入手するための照会窓口

愛媛県教育委員会事務局管理部生涯学習課生涯学習推進係

〒７９０―８５７０

愛媛県松山市一番町四丁目４番地２

電話番号 （０８９）９１２―２９３１

� その他

詳細は、募集要領による。

５ Summary

� Nature and quantity of the service to be rendered：

Renovation Work on the Natural Environment Area in the

Permanent Exhibition and Related Services for Ehime

Prefectural Science Museum，１ set

� Time limit to express interests：５：１５ P．M．，１９ July２０１１

Time limit for the submission of proposals：５：１５ P．M．，３

August２０１１

� For further inquiries relating to the proposal，please contact：

Lifelong Learning Promotion Section，Lifelong Learning

Division，Administration Department，Ehime Prefectural Board

of Education，４―４―２ Ichibancho，Matsuyama，Ehime

７９０―８５７０ Japan

TEL０８９―９１２―２９３１

�愛媛県市町村職員共済組合公告
愛媛県市町村職員共済組合定款第５条の規定に基づき、平成２２年度決算の要旨を公告する。

平成２３年６月２４日

愛媛県市町村職員共済組合

理事長 �須賀 功

損益計算書の要旨 （単位：千円）

経 理 区 分 短期 長期 預託金管理 業務 保健 宿泊 貯金 貸付 物資

負担金 ４，４７４，００５ １４，４５２，７１５ １６７，７８４ ２４６，０８３３３４，４３３

収
掛金 ４，２１８，２１８ ７，２１０，５８１ １８８，１５０３５３，１３７

施設収入・商品売上 ６７，５４１

受取手数料 ２２，１６０

利息及び配当金 １２３ ２５３，５６５ １６２ ６０ ３９ ９１６，８４３ ８２２ １３１５

組合員貸付金利息 ２５８，３５９

入
その他収入 ９３５，５２９ ６２，２２２ ２，９３９ ３７，４９８ ９３４ ２４，６２７ ９３０

他経理から繰入金 ２９，０３０ １７５，１００

前年度繰越支払準備金 ７２２，７７８

計 １０，３５０，６５３ ２１，６６３，２９６ ２５３，５６５ ２５９，１９８ ４３７，２３２ ２８０，１７８ ９１７，７７７ ２８３，８０８ ２３，１０３６８７，５８５

給付 ４，６７６，０８３

役職員給与 １２７，０１４ １０，５１５ ５５，４８８ ２８，０５８ ９，８３５ ２，４６６
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厚生費 １４４ ２９６，６４４ ４１ ２８ １０

特定健康診査等費 １８，１１８

旅費・事務費 ９，１０９ ４，０５３ １，３３６ ２，８８９ ２，１４０ ７０６

支
商品仕入 ２５８

飲食材料費

委託費 ５，６３３ ７６ １，２１５ ６９３ ２１８ １３８

支払利息 ２５３，５６５ ５４２，４３３ ２２５，４４１ １５，０４４

連合会払込金・拠出金 ５９６，２５４ １２，６１４

前期高齢者納付金 ２，４０４，４１２

後期高齢者支援金 １，４７５，７７７

老人保健拠出金 ８２

出
退職者給付拠出金 ２６６，１７７

介護納付金 ６７０，３２３

負担金払込金・掛金払込金 ２１，６６３，２９６

他経理へ繰入金 ２９，０３０ ８５，１００ ９０，０００

その他支出 ９７，４０４ １１０，９３１ ２７，８６３ １４６，２６０ ２２，４２１ ２７，６３３ １０，５１５７０７

次年度繰越支払準備金 ７２８，２７５

計 １０，２７３，４９４ ２１，６６３，２９６ ２５３，５６５ ２５２，８３１ ４４２，３６９ ２０４，５９８ ５９６，５２２ ２７７，８９１ １１８，８６９６７１，０３０

差引当期利益金又は当期損失金（△） ７７，１５９ ０ ０ ６，３６７ △５，１３７ ７５，５８０ ３２１，２５５ ５，９１７ △９５，７６６１６，５５５

貸借対照表の要旨

資
流動資産 ８６６，６９５ １，１６４，４５１ ６０１，００３ ３７５，２３８ １３４，７０７ １６３，３５３ ２３，１５４，９９１ ３０２，６３３ ６９３，２６７

産
固定資産 １０，３４１，１６２ １，１７２ ２９ ９０８，０７３ ３４，４４５，０００ ９，１２６，３３０

繰延資産

資 産 合 計 ８６６，６９５ １，１６４，４５１ １０，９４２，１６５ ３７６，４１０ １３４，７３６ １，０７１，４２６ ５７，５９９，９９１ ９，４２８，９６３ ６９３，２６７

負
流動負債 ２８，３４６ １，１６４，４５１ ６，１４４ ８，８３３ ２，８８０ ５４，０１１，１７８ １２６ ７，０２７

債
固定負債 ７２８，２７５ １０，９４２，１６５ ２１５，１０２ ４０，１０８ ６１，７４０ ４８，０１２ ９，０５０，３８４ ６３５，３１２

負債合計 ７５６，６２１ １，１６４，４５１ １０，９４２，１６５ ２２１，２４６ ４８，９４１ ６４，６２０ ５４，０５９，１９０ ９，０５０，５１０ ６４２，３３９

資
資本剰余金 ９４５，４３２

本
利益剰余金又は欠損金（△） １１２，８８３ １５５，１６４ ８５，７９５ ６１，３７４ ３，５４０，８０１ ３７８，４５３ ５０，９２８△２，８０９

資本合計 １１０，０７４ ０ ０ １５５，１６４ ８５，７９５ １，００６，８０６ ３，５４０，８０１ ３７８，４５３ ５０，９２８

負 債 ・ 純 資 産 合 計 ８６６，６９５ １，１６４，４５１ １０，９４２，１６５ ３７６，４１０ １３４，７３６ １，０７１，４２６ ５７，５９９，９９１ ９，４２８，９６３ ６９３，２６７

（注）短期経理の上段は短期、下段は介護

平成２３年６月２４日 発行
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